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平成 23 年度労働者派遣事業所等の動向と指導監督状況

～一般労働者派遣事業所は３年連続して減少～

～指導監督を行った派遣先事業所の約６５％に不適正事案～

愛知労働局（局長 新 宅 友 穗）は、平成２３年度における労働者派遣事業及び職

業紹介事業に係る指導監督状況を取りまとめた。

１ 労働者派遣事業所及び職業紹介事業所の動向

（１）労働者派遣事業所

平成 23 年度の新規許可・届出数は、４７７事業所（一般労働者派遣事業４２事業所（前年度

比 133.3%増）、特定労働者派遣事業４３５事業所(前年度比 8.2%増)で、平成 24年 3 月末現在の

事業所数は、前年同月比 1．0％増の６，６７３事業所（一般労働者派遣事業 1,５１３事業所（前

年度比 8.4%減）、特定労働者派遣事業５，１６０事業所（前年度比 4.1%増））となった。また、

一般労働者派遣事業所は 3 年連続して減少した。《表－１》

（２）職業紹介事業所

新規許可・届出数は、８２事業所（有料職業紹介事業６５事業所（前年度比 38.7%減）、無料

職業紹介事業１７事業所（前年度比 86.5%減））で、平成 24 年 3 月末現在の事業所数は前年度比

２．９％減の１，３７３事業所となった。

労働者派遣事業所の許可・届出事業所数の推移 《表－１》

事業所数 （製造）
新規許可
・届出

事業所数 （製造）
新規許可
・届出

事業所数 （製造）
新規許可
・届出

事業所数 （製造）
新規許可
・届出

事業所数 （製造）
新規許可
・届出

一般 1,957 821 235 2,026 857 202 1,851 785 83 1,652 709 18 1,513 669 42

特定 4,099 1,256 1,098 4,724 1,498 791 4,805 1,507 435 4,958 1,559 402 5,160 1,637 435

計 6,056 2,077 1,333 6,750 2,355 993 6,656 2,292 518 6,610 2,268 420 6,673 2,306 477

平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度

（注）製造業務の労働者派遣を行う事業所の件数は、内数である。



２ 労働者派遣事業所に対する指導監督の状況

（１） 個別指導監督

平成２３年度に愛知労働局が実施した

に対する指導監督件数は、前年度と比べ

内訳は派遣元５３６件

５件、発注者２９件で、

導を実施した。

是正指導を行った事業所の割合（是正指導率）は

実施件数及び是正指導状況

派 遣 元

① 実施事業所数 536

② うち是正指導事業所数 285

ア 派遣元の主な是正指導事項

①就労条件等の明示に関する

・明示内容の不足及び明示

②派遣契約に関する違反（２

・契約内容等項目の不備

・派遣先からの抵触日通知なしの契約締結

③派遣元管理台帳に関する

・法で定める項目（業務内容・苦情処理体制等）

の記載内容不足

④派遣先への通知に関する

・通知内容の不備（年齢記載・

イ 派遣先の主な是正指導事項

①派遣先管理台帳に関する

・法で定める項目（業務内容・苦情処理体制等）

の記載内容不足

②派遣契約に関する違反（

・法で定める項目の記載内容不足

③派遣受入期間に関する違反

・派遣可能期間を超えて労働者派遣受入れ

④抵触日の通知違反（２０．５

・自由化業務での派遣元へ

2

受入期

間20.5%

抵触日

通知

20.5%

その他

3.0%

派遣元

管理台

帳13.7%

派遣先

通知

11.2%

その他

28.1%

事業所に対する指導監督の状況

年度に愛知労働局が実施した労働者派遣事業関係（請負を含む）の個別事業所

に対する指導監督件数は、前年度と比べ９．１％減の８９４件であった

件、派遣先１６１件、不更新・廃止事業所１２３

で、指導監督の結果、法違反を確認した４２４事業所

是正指導を行った事業所の割合（是正指導率）は４７．４％であった。

実施件数及び是正指導状況 《表－２》

労働者派遣事業 請負事業

派遣先 不更新・廃止 小 計 受 託 者 発注者

161 123 820 45 29

106 0 391 20 13

派遣元の主な是正指導事項《図－１》 《図－１》

就労条件等の明示に関する違反（２６．０％）

・明示内容の不足及び明示なし

（２１．０％）

・派遣先からの抵触日通知なしの契約締結

派遣元管理台帳に関する違反（１３．７％）

（業務内容・苦情処理体制等）

に関する違反（１１．２％）

年齢記載・各種保険加入の有無）

の主な是正指導事項《図－２》 《図－２》

派遣先管理台帳に関する違反（３３．１％）

（業務内容・苦情処理体制等）

（２２．８％）

法で定める項目の記載内容不足

違反（２０．５％）

派遣可能期間を超えて労働者派遣受入れ

２０．５％）

派遣元へ抵触日非通知

派遣先

管理台

帳33.1%

派遣契

約22.8%

その他

3.0%

就業条

件26.0%

派遣契

約21.0%派遣元

管理台

13.7%

労働者派遣事業関係（請負を含む）の個別事業所

であった。《表－２》

２３件、請負受託者４

事業所に対して是正指

であった。

請負事業
合 計

小 計

74 894

33 424

》 派遣元指導

》 派遣先指導



ウ 請負事業関係では、指導・監督を実施した請負

注者においても、２９件中

れ是正指導を行った。

（２）集団指導

平成２３年度中に行った

受講者数は３，７２３名であった。

また、昨年１０月から１２月

者派遣・請負適正化に向けた研修会」

た。

３ 職業紹介事業所に対する指導監督の状況

（１） 個別指導監督

職業紹介事業の個別事業所に対する指導監督件数は、前年度と比べ

件であり、法違反を確認した

主な是正指導事項 《図－

① 取扱職種範囲の明示に

② 帳簿の備え付けに関する不備

③ 労働条件の明示に関する不備

④ その他

（２）集団指導

入管法（出入国管理及び難民認定法）

となった外国人技能実習生

開催し、８１団体が受講した

内

ア 需給調整事業部各種講習会

・一般・特定労働者派遣事業

・一般労働者派遣事業主許可更新講習会

・新規許可・届出事前講習会

・派遣労働者等セミナー

イ 労働者派遣・請負適正化に向けた

ウ その他研修会（事業主団体等への講師派遣）

計

3

労働条

件明示

15.8%

その他

21.0%

請負事業関係では、指導・監督を実施した請負受託者４５件のうち２０

件中１３事業所に「偽装請負」（請負契約による労働者派遣

年度中に行った労働者派遣事業関係の研修等、集団指導の実施件数は

名であった。《表－３》

１０月から１２月の「労働者派遣事業指導監督強化期間」中に

者派遣・請負適正化に向けた研修会」（４回開催）については、２，７０８

集団指導の実施状況 《表－３》

※（

事業所に対する指導監督の状況

個別事業所に対する指導監督件数は、前年度と比べ

法違反を確認した４７事業所に対して是正指導を実施した

《

－３》

に関する不備（３５．１％）

帳簿の備え付けに関する不備（２８．１％）

労働条件の明示に関する不備（１５．８％）

（２１．０％）

（出入国管理及び難民認定法）の改正により、職業紹介事業の許可・届出が必要

外国人技能実習生受入監理団体の関係法令遵守を図るため、

が受講した。

容 実施回数

需給調整事業部各種講習会 ４１回

労働者派遣事業新規許可届出講習会 （２２回）

・一般労働者派遣事業主許可更新講習会 （１２回）

・新規許可・届出事前講習会 （５回）

等セミナー （２回）

労働者派遣・請負適正化に向けた研修会 ４回

その他研修会（事業主団体等への講師派遣） ９回

計 ５４回

取扱等

の明示

35.1%

帳簿の

備付

28.1%

２０事業所、また、発

請負契約による労働者派遣）が見ら

研修等、集団指導の実施件数は５４回で、

「労働者派遣事業指導監督強化期間」中に開催した「労働

２，７０８名の参加があっ

※（ ）内は内数

個別事業所に対する指導監督件数は、前年度と比べ７．８％減の１８９

た。

《図－３》

職業紹介事業の許可・届出が必要

の関係法令遵守を図るため、24 年 2 月に研修会を

受講者数

５３６名

（３２７名）

（１５５名）

（１５名）

（３９名）

２，７０８名

４７９名

３，７２３名


